




































（1）　Woman’s Flower News 2020 年 4 月 2 日（https://wflower.info/news/article.html?no=4399，最終閲覧日 2020







主義が大きく修正された（山地 2003a，青木 2016）。2007 年には家族関係登録法案が成立し，戸籍
簿を廃止し，個人別に登録基準地によって家族関係登録簿を作成するようになった。憲法裁判所が
1990 年代後半に入り，主に父系血統中心主義にもとづく家族法規定（同姓同本結婚禁止条項）に











































































題化した（前頁図 1）（6）。出生率は 2019 年で 0.92（全国），0.72（ソウル市）といっそうの低下が進
む一方，離婚率はここ 5 年ほど横ばいである。また，婚姻件数が約 24 万件に減少し，国際結婚件
数は約 2.4 万件，離婚件数は約 11 万件である（図 2）。再婚件数は一定数増えており，2019 年の女











（6）　日本でも研究が蓄積されてきた（山地 2003b，相馬 2005，春木 2006，春木・薛編 2011，伊藤・春木・金編
































































































































































を世帯構成と末子年齢から詳しくみると，2018 年時点で子どもが 18 歳以下のひとり親世帯では，




たずねており，30 代以下，母子＋その他世帯，所得順位別では 100 万ウォン未満（100 ウォン =9.1
円（2020 年 10 月 7 日現在））の世帯の比率が未婚では高くなっていることがわかる（次頁表 1）。
（3）　ひとり親家族の困難
　まず，経済的な困難について，最新の OECD Family Database の貧困統計（2019 年 11 月改定）
によると，韓国は OECD 諸国の中で最もひとり親（Single adult household with at least one 




































全体 小計 2,500 4.0 77.6 15.4 2.9 0.1
ひとり親の年齢
30 代以下 725 9.3 74.9 11.4 4.4 0.0
40 代 1,363 1.8 80.8 15.0 2.4 0.1
50 代以上 412 2.2 71.5 24.1 2.0 0.1
ひとり親の学歴
中卒以下 149 3.7 78.2 12.9 5.0 0.3
高卒以下 1,445 5.1 77.4 16.0 1.6 0.0
大卒以上 905 2.4 77.7 15.0 4.8 0.1
世帯構成別
母子 1,290 4.0 77.3 15.1 3.5 0.1
母子＋その他 348 8.3 70.5 18.8 2.3 0.0
父子 526 2.0 79.1 15.2 3.6 0.0
父子＋その他 336 2.6 83.3 13.7 0.4 0.0
末子年齢
就学前 374 14.4 69.4 9.4 6.8 0.0
小学生 876 2.8 80.7 14.9 1.5 0.1
中学生以上 1,249 1.7 77.8 17.7 2.8 0.0
就業状況
常用勤労者 1,104 2.2 79.1 15.7 3.1 0.0
臨時・日用勤労者 649 3.9 78.0 14.2 3.9 0.0
自営業・無給家族 353 1.6 74.0 21.9 2.5 0.0
未就業 394 11.5 75.7 11.1 1.4 0.4
政府支援現況
国民基礎生活保障受給 － － － － － －
法定・次上位 － － － － － －
低所得支援世帯 1,150 6.2 80.8 11.3 1.6 0.1
一般世帯 1,350 2.2 74.8 18.9 4.1 0.0
所得順位別
100 万ウォン未満 186 10.8 79.2 7.8 1.8 0.5
100 ～ 200 万ウォン未満 1,064 5.7 79.4 13.2 1.7 0.1
200 ～ 300 万ウォン未満 674 2.0 79.4 15.4 3.2 0.0
200 万ウォン以上 － － － － － －
300 万ウォン以上 575 1.2 71.4 22.1 5.3 0.0
ひとり親になった期間
5 年未満 799 6.9 73.0 15.9 4.2 0.0
5 ∼ 10 年未満 1,039 2.8 76.3 18.6 2.2 0.1














単独世帯は 169.4 万ウォン，母子その他世帯は 174.6 万ウォン，父子単独世帯は 247.4 万ウォン，





よれば，15 ～ 64 歳以上の雇用率が 66.6％，40 代全体の雇用率が 79.0％であり，ひとり親の雇用率
が高い水準である。特に母子世帯の女性はサービス業従事の比率が高い。雇用形態でみると常用勤








近はない人が 5.7％であり，養育費が支払われていない実態がある。最近 1 年間の養育費支給形態
は，養育費定期支給債権がある人々の中で見ると，そのうちの 61.1％が定期的に支給を受けてい








（9）　Chart CO2.2.C. Poverty rates in households with children by household type, 2016 or latest available year よ
り。Single adult household with at least one child の貧困率。OECDHP（https://www.oecd.org/els/CO_2_2_Child_
Poverty.pdf，最終閲覧日 2020 年 9 月 1 日）。






















　現在の支援制度は，国民基礎生活保障法とひとり親家族支援法（2008 年 1 月 18 日施行）とにも
とづく。ひとり親家族支援法の目的は，「ひとり親家族が健康で文化的な生活を営めるようにする
ことでひとり親家族の生活安定と福祉増進に寄与すること」（第 1 条）である。国家と地方自治体

















　①児童養育費：満 18 歳未満の子ども 1 人当たり月額 20 万ウォン




　青少年ひとり親支援の対象は，所得認定額（表 2）が基準中位所得 60％以下と 72％であり，母
または父の年齢が満 24 歳未満となる。満 25 歳以上は低所得ひとり親家族の枠で支援する。青少年
ひとり親への 2019 年時点の支援内容としては，以下の通りである（女性家族部 2020：159）。
　①青少年ひとり親児童養育費：月額 35 万ウォン（基準中位所得 60％以下）
　②検定試験学習費：年 154 万ウォン以内（基準中位所得 60％以下）
　③高校教育費支援：入学金＋授業料＋教科書代（基準中位所得 52 ～ 60％）
　④自立促進手当：月額 10 万ウォン（基準中位所得 60％以下）
表２　2020 年ひとり親家族支援法による支援対象世帯の所得認定額基準（単位：ウォン／月）
区分 2 人 3 人 4 人 5 人 6 人
2020 年基準中位所得 2,991,980 3,870,577 4,749,174 5,627,771 6,506,368
生計給付受給者（基準中位所得 30%） 897,594 1,161,173 1,424,752 1,688,331 1,951,910
ひとり親・祖孫家族
基準中位所得 52% 1,555,830 2,012,700 2,469,570 2,926,441 3,383,311
基準中位所得 60% 1,795,188 2,322,346 2,849,504 3,376,663 3,903,821
青少年ひとり親家族
基準中位所得 60% 1,795,188 2,322,346 2,849,504 3,376,663 3,903,821




計 母子家族 父子家族 祖孫家族
世帯 世帯員 世帯 世帯員 世帯 世帯員 世帯 世帯員
2016 187,841 468,414
145,258 362,137 41,627 103,966 956 2,311
77.3% 77.3% 22.2% 22.2% 0.5% 0.5%
2017 181,023 449,469
141,207 350,674 38,880 96,575 936 2,220
78.0% 78.0% 21.5% 21.5% 0.5% 0.5%
2018 182,731 452,341
142,830 353,658 38,979 96,522 922 2,161
78.2% 78.2% 21.3% 21.3% 0.5% 0.5%
注：ひとり親家族支援法による支援対象者（国民基礎生活保障同時保障決定世帯も含む）
出典：女性家族部（2020：13）
   
韓国のひとり親家族支援政策（相馬直子）
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庭を 5 日～ 20 日訪問し，産後支援するバウチャーも配布される。
























等をする。総合型の場合は，家事も追加した支援がある。「乳児終日制」は，生後 3 ～ 36 カ月の乳児に，離乳食，
哺乳瓶消毒，おむつ交換，沐浴などのケアを行う。







居回数は 5 回以上が 2 割で，質的調査では最大 8 回の転居を経験している。韓国には民間賃貸住宅
を公的住宅として活用する制度があるものの，家主の無理解から確保が難しく質の課題があるこ
（18）　量的調査は，全国ひとり親世帯（242 世帯（母子 231，父子 11））に対して 2016 年 5 月から 6 カ月間にわたる
インターネット調査（離婚 118 世帯，死別 22 世帯，別居 3 世帯，未婚 94 世帯）。質的調査は仁川市富平区の社団
法人ひとり親家族会の協力のもと，2018 年 12 月，2019 年 5 月・7 月に計 30 名のひとり親への聞き取り調査。内
















































































































　雇用労働部の就業支援「就業成功パッケージ」は，満 18 歳～満 69 歳の国民基礎生活保障受給
者，未婚の母，ひとり親等を対象に，個人別就業支援計画にもとづいて最大 1 年間の支援対象者に
3 段階の統合的就業支援プログラムを提供している。1 段階は就業相談（就業活動計画策定時，最
大 25 万ウォン参加手当支給），2 段階は就業能力増進で職業訓練参加時に最大 500 万ウォンの訓練
費が支給される。最後の 3 段階目が就業紹介であり，就業時に最大 150 万ウォンが支給される。中










（19）　女性家族部 HP（http://www.mogef.go.kr/cs/opf/cs_opf_f042_3.do，最終閲覧日 2020 年 9 月 1 日）。なお，韓
国の居住福祉政策については，金（2012）と同特集号を参照。
（20）　女性家族部 HP（http://www.mogef.go.kr/cs/opf/cs_opf_f034.do，最終閲覧日 2020 年 9 月 1 日）。








































（2）　第二段階（1989 年～ 1996 年）：制度基盤の形成








（3）　第三段階（1997 年～ 2007 年）：女性政策の中の母子・父子世帯支援
　1995 年の北京女性会議の後，1997 年に IMF 経済危機で韓国社会は社会経済的に大きな打撃を受
け，貧困や失業が社会問題化する。金大中政権においては国民基礎生活保障法の制定（1999 年）



















（25）　韓国女性民友会 HP（http://www.womenlink.or.kr/minwoo_actions/14785，最終閲覧日 2020 年 9 月 1 日）。
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　李明博政権（2008 ～ 2013 年）で保育業務が再度保健福祉部に戻り，女性家族部の所管業務が減
少したこの時期は，電子行政が一気に進んだ。福祉分野は電子行政となるのが最後の方であった
が，保育や家族支援にもアイサランカードを利用した電子化が進み，そのプラットフォームはひと
り親家族支援にも活用された。下げ止まらない少子化への対応として，2010 年に第 2 次低出産・
高齢社会対策基本計画（2011 ～ 2015）が策定される。
















　2017 年 5 月に文在寅政権が誕生し，2017 年 12 月にはひとり親家族支援法が改正された。児童養
育費の支援金額の引き上げや支援年齢の引き上げ，青少年ひとり親の児童養育費支援金額の引き上
げなど，児童養育費の支援金額と保障性が強化されるとともに，国家や自治体の役割強化，当事者









なり，ひとり親家庭自立支援センターが発足した。2007 年 10 月にはひとり親家族支援団体ネット
ワーク主催で全国から女性ひとり親が 500 名ほど集まり，ひとり親家族支援法への改正へ向けて連



























対立をへて，家政学界寄りの方向で制度化が進んでいく（28）。健康家庭基本法が 2005 年 1 月に施行
され，中央健康家庭支援センターが開所し，大邱大学のチョ・ヒグム氏が初代センター長として就
任した。2005 年 6 月に所管部署が女性家族部に移管され，2011 年 8 月に財団法人健康家庭振興院，
2015 年 1 月特殊法人韓国健康家庭振興院をへて，健康家庭振興院は 2020 年 2 月に準政府機関の指
定を受け，「第 3 次健康家庭基本計画」（次頁表 5）の一連の家族支援事業を主に担う。いまや健康
家庭振興院は，女性家族部と家庭支援事業の体系化の中枢に位置付けられる。2018 年 2 月に健康
家庭振興院の第二代理事長に就任したキム・ヘヨン氏は，ひとり親研究をリードしてきた研究者で


















基本計画」（2011 年），「第 3 次健康家庭基本計画（2016 ～ 2020）」（表 5）が策定され（29），各計画の
ビジョンを比較すると，「家族のすべてが平等で幸せな社会」（第 1 次），「ともに作る幸福な家庭，
ともに成長する健康な社会」（第 2 次），「すべての家族がともに幸福な社会の実現」（第 3 次）であ
る。第 1 次計画には，「平等」と「幸福」が並列的に掲げられ，家族法や戸籍法改正など「平等で





























































ぶ権利を保障するうえで，2016 年 1 月に児童福祉法の一部改正案が発議され，2019 年 1 月に児童






　養育費を支払わない親たちの個人情報を公開する Web サイト（Bad Fathers）の活動は，その
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